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（千円） Ｒ５ Ｒ４ Ｒ３

施策目標

現状と
課題

前年度二次
評価意見

対応状況

<主な取組>

今年度の
取組

実績と
成果

参考HP①

参考HP②

参考HP③

－

（身近な地域において安心して出産できる医療体制の整備）
・総合（地域）周産期母子医療センター及び地域事情により分娩数が少ない不採算の産科医療機関への運営
費補助や分娩を取扱う施設及び設備整備への補助のほか、高度・専門医療機関で治療を受け、医学的管理の
継続が必要な小児患者を対象に、地域の医療機関へ固定翼機によるバックトランスファー（戻り搬送）を実
施し、周産期医療体制の確保を図る。
・産科医や助産師、新生児医療担当医へ支給される分娩手当等への助成や道内３医育大学で行う産婦人科医
師等の養成に係る取組への助成を行うことにより、地域でのお産を支える医師等の確保を図る。
・周産期救急情報システムの運営や救急搬送コーディネーター配置を行うことにより、周産期救急医療体制
の確保を図る。

（身近な地域において安心して出産できる医療体制の整備）
・総合（地域）周産期母子医療センターや不採算の産科医療機関への運営費補助などのほか、小児患者バッ
クトランスファー固定翼機運行事業の実施により、周産期医療体制を確保した。
・産科医等への分娩手当等や医育大学への産婦人科医師養成に係る取組への助成を行い、産婦人科医師等の
維持確保を図った。
・周産期救急情報システムの運営や救急搬送コーディネーターの配置により、周産期救急医療体制を確保し
た。
・総合周産期母子医療センター
　「指定」４圏域、「認定」２圏域　（第三次医療圏ごとに整備）
・地域周産期母子医療センター
　「認定」２１圏域　（全ての第二次医療圏に整備）
・産科医療機関確保事業
　　R2:５病院　R3：５病院　R4：５病院
・分娩手当支給
　　R2：45施設　R3：42施設　R4：43施設
　新生児医療担当医手当
　　R2：②６施設　R3：６施設　R4：６施設

876,103千円 793,451千円 781,641千円

　安心して妊娠・出産できる医療体制の構築に向け、周産期医療体制の確保について関係機関と連携しなが
ら取組を進める。

（身近な地域において安心して出産できる医療体制の整備）
・出産年齢が上昇傾向にある中、リスクの高い妊産婦や新生児に対する高度な医療が求められているが、産
科医師の地域偏在などにより、身近な地域における出産が困難となっている地域があるため、医育大学と連
携した産科を志望する医師の養成・確保をはじめとした取組を推進する必要がある。
・助産師が都市部に集中しているなど、地域偏在が顕著となっており、助産師の質の向上を図り、助産師外
来の体制整備を推進していく必要がある。

－

令和５年度　基本評価調書 地域医療課、医務薬務課

周産期医療体制の確保 0402

安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推進 １（１）Ａ

北海道医療計画

やや遅れている

関連重点
戦略計画等

知事公約　創生総合戦略



<指標分析>　⇒成果指標は、原則、取組項目ごとに１つ以上、全体で５つ以下とする

増加 圏域 R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R6) 達成率 指標判定

目標値 6 6 6 6

実績値 4 4 4 －

指標公表時期

維持 圏域 R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R6) 達成率 指標判定

目標値 21 21 21 21

実績値 21 21 21 －

指標公表時期

減少 % R元年度 R2年度 R3年度 最終目標(R5) 達成率 指標判定

目標値 3.4 3.2 3.4 全国平均以下

実績値 3.6 3.1 3.9

指標公表時期

R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

設定理由

設定理由

出典（根拠計画等）

分析（主な取組と成果）

指標名⑤

－ －

設定理由
第二次医療圏における周産期医療体制確保に向けた取組状況を測る指標であり、身近な地域における出産体
制確保への課題の取組に関する成果を図る指標として設定。

設定理由
周産期医療体制の確保に向けた取組状況を測る指標であり、リスクの高い妊産婦や新生児に対する高度な医
療が求められているへの課題の取組に関する成果を図る指標として設定。

毎年調査、概ね調査年の翌年９月公表 出典（根拠計画等） 北海道医療計画（人口動態統計（厚生労働省）

分析（主な取組と成果）

周産期母子医療センターに対する運営費の助成や医育大学における産婦人科医師等の養成に係る取組に助成しているほ
か、勤務環境改善に関する施策の実施により周産期医療提供体制を確保している。

指標名③

分析（主な取組と成果）

出典（根拠計画等）

分析（主な取組と成果）

周産期母子医療センターに対する運営費の助成や医育大学における産婦人科医師等の養成に係る取組に助成しているほ
か、勤務環境改善に関する施策の実施により周産期医療提供体制を確保している。

指標名④

－ －

周産期死亡率（千対） 87.2% Ｃ

周産期母子医療センターに対する運営費の助成や医育大学における産婦人科医師等の養成に係る取組に助成しているほ
か、勤務環境改善に関する施策の実施により周産期医療提供体制を確保している。なお、国基準を満たす医師の確保が難
しい等の理由により、指定施設を増やすことはできなかったが、未指定の２圏域では、道認定の総合周産期母子医療セン
ターを整備し、当該地域の周産期医療提供体制を確保している。

指標名②

地域周産期母子医療センターの整
備

100.0% Ａ

毎年、基本評価調書で公表 出典（根拠計画等） 北海道医療計画

分析（主な取組と成果）

設定理由
第三次医療圏における周産期医療体制確保に向けた取組状況を測る指標であり、地域における出産体制確保
への課題の取組に関する成果を図る指標として設定。

毎年、基本評価調書で公表 出典（根拠計画等） 北海道医療計画

総合周産期母子医療センター（指
定）の整備

66.7% Ｄ

令和5年度 基本評価調書

指標名①

【１（１）Ａ_0402】周産期医療体制の確保



令和5年度 基本評価調書 【１（１）Ａ_0402】周産期医療体制の確保

<取組分析（連携状況、緊急性・優先性）>

<取組分析（その他の統計数値等）>

b

（課題）
リスクの高い妊産婦や新生児に対する高度な医療が求められているが、産科医師の地域偏在などにより、身近な地域にお
ける出産が困難となっている地域がある。

（課題）

（課題）

統計数値等③ 過年度① 過年度② 最新年度

分析等

（分析等）

分析等

（分析等）

分析等

（分析等）
　北海道全体では産婦人科医師数は微増しているが、地域偏在などのため、分娩を取り扱う医師は年々減少
しており、引き続き産婦人科医師を養成・確保するための取組を推進する必要がある。

統計数値等② 過年度① 過年度② 最新年度

統計数値等① 過年度① 過年度② 最新年度

産婦人科医師数（暦年） H28:400人 H30:402人 R2:403人

連携状況

（課題）
　出産年齢が上昇傾向にある中、リスクの高い妊産婦や新生児に対する高度な医療が求められているが、産科医師
の地域偏在などにより、身近な地域における出産が困難となっている地域があるため、引き続き医育大学と連携した
産科を志望する医師の養成・確保をはじめとした取組を推進する必要がある。

（取組）
　有識者等18名で構成する「周産期・小児医療検討委員会」において意見の把握に努めるほか、母体及び新生児の
救急搬送に伴う円滑な受入れや妊産婦からの電話相談の実施について、毎日19時から翌日９時まで２名のコーディ
ネータ－を配置し、関係機関とも連携することにより、周産期医療体制の適切な体制整備を図った。

緊急性
優先性

（課題）
　道内の産婦人科医師数は平成14年の430人から令和２年には403人と減少しており、これに伴う分娩施設も減少して
いる状況にあることから、引き続き医育大学と連携した産科を志望する医師の養成・確保をはじめとした取組を推進す
る必要がある。

（取組）
　厚生労働省へ産科医の養成・確保に関する要望をするほか、道としても医育大学における産婦人科医師等の養成
に係る取組に助成するとともに、勤務環境改善に関する施策を実施している。

□ 成果指標で課題への対応を説明済



令和5年度 基本評価調書 【１（１）Ａ_0402】周産期医療体制の確保

<総合判定>

○

○

ｂ

※ 成果指標の指標判定が「Ｄ」の指標

対応方針番号

①

②

③

<二次政策評価>

二次政策
評価

 （①－総合周産期母子医療センター（指定）の整備）

指 標 判 定
総 合
判 定

やや遅れている緊急性・優先性

その他の統計数値等

Ｃ

連 携 状 況

翌年度に
向けた

対応方針

内容

　周産期医療体制を確保するためには、北海道医療計画に基づく総合（地域）周産期母子医療セ
ンターの整備等が必要であり、引き続き周産期母子医療センターに対する運営費の助成や医育大
学における産婦人科医師等の養成に係る取組に助成するほか、勤務環境改善に関する施策を着実
に実施する。

　総合周産期母子医療センターの国要件を満たした指定は難しいと考えられることから、令和６
年度からの次期医療計画の検討の中で、周産期・小児医療検討委員会の意見を得ながら、目標値
の再検討を行う。



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

0201 0404 一般 周産期医療システム整備事業費
地域において妊娠、出産から新生児期に至る高度専門的な医療
を効果的に提供する総合的な周産期医療体制の整備

地域医療課 0 571,812 15,053 0.3 0.30 0.6 576,516 ①、②
改善（指標分

析）

0202 0404 一般
救急勤務医・産科医等確保支援事業
費補助金

地域でお産を支える産科医等、産科研修医、NICUにおける新生
児科医への手当支給による処遇改善の実施

地域医療課 0 114,190 0 0.3 0.30 0.6 118,894 ①
改善（取組分

析）

0203 0404 一般 周産期医療対策支援事業費
産科医療体制の確保を図るための地域の産科医療機関への支
援

地域医療課 0 151,039 0 0.3 0.20 0.5 154,959 ①
改善（取組分

析）

0204 0404 一般
小児患者バックトランスファー固定翼
機運航事業

高度・専門医療機関で治療を受け、医学的管理の継続が必要な
小児患者を対象に、地域の医療機関へ固定翼機によるバックトラ
ンスファー（戻り搬送）を実施

地域医療課 0 34,289 0 0.1 0.00 0.1 35,073 ①
改善（取組分

析）

0301 一般 助産師外来実践能力向上研修事業
安全・安心で快適な出産を保障できる体制の整備するため、助産
師外来の推進とサービスの質の向上をめざし、助産師外来等に
携わる助産師の実践能力の向上させるための研修等を行う

医務薬務課 0 2,773 0 0.2 0.00 0.2 4,341

0302 一般 助産師出向支援事業
都市部から地域の医療機関への助産師の出向により、助産師就
業の偏在解消や助産実践能力の向上を図る。

医務薬務課 0 2,000 0 1.1 0.10 1.2 11,408

0 876,103 15,053 2.3 0.9 3.2計

令和5年度　事務事業評価調書 周産期医療体制の確保 0402

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名

前年度からの
繰越事業費
（千円）

事業費
（千円）

執行体制
フル
コスト
（千円）

一次政策評価

二次政策評価意見


